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第17回統一地方選挙の特質  
一束日本大震災との関連で－  



























ました」となったわけだ2）。このような地震による津波の発生によって，福島第一原子力発電所の事   





































る7）。   
さて，本稿では，このように，危機管理が大きな争点の1つとなった第17回統一地方選挙の特質   





そして最後に，今回の統一地方選挙の結果と国政との関連について，簡単な私見を述べる。   
2．第17回統一地方選挙の結果を読む  











持する政党を持っていない」ことが判明している11）。   
他方，被選挙権に関しては，参議院議員，都道府県知事の場合，満30歳以上となっており，それ  




＊「第一項から第三項までの選挙の期日は，次の各号の区分により，告示しなければならない。   
一 都道府県知事の選挙にあっては，少なくとも十七日前に   
二 指定都市の長の選挙にあっては，少なくとも十四日前に   
三 都道府県の議会の議員及び指定都市の議会の議員の選挙にあっては，少なくとも九日前に   
四 指定都市以外の市の議会の議員及び長の選挙にあっては，少なくとも七日前に   





公職選挙法・第266条1項に，「この法律中市に関する規定は，特別区に適用する」と規定されてお   
経済と経営 42巻1号  86（86）  







































選挙の  実施   
延期  統一率  
種類  自治体数  自治体数   
都道府県  12   口  25．53％  
（47）   議会   41   3  87，23％   
政令指定市  5   0  26．32％  
（19）   議会   15   ロ  78．95％   
市  長   88   3  11．47％  
（767）  議会   293   14  38．20％   
特別区  長   13   0  56．52％  
（23）  議会   21   0  91．30％   
町村  長   121   12  12．90％  
（938）  議会   374   26  39．87％   
小計   
長   239   16  13．32％  
議会   744   44  41．47％   





















（2）第17回統一地方選挙の問題点   
第17回統一地方選挙は，27．40％という，過去最低の「統一率」に終わった。だが，当該選挙を  
めぐっては，このほかにも数多くの問題点が露見した。   
第1は，無投票当選の多さという点である。12都道県の知事選挙こそ，無投票当選はなかったも  
のの，41の道府県議会議員選挙では，410名（263選挙区）が無投票での当選となってしまっている。   





















れもが立候補しやすいしくみを創出し，無投票当選をなくしていくべきであろう。   
第2に，投票率のひくさも，今回の統一地方選挙の問題点として指摘できよう。表2からもわか  
【表2 過去3回の統一地方選挙の投票率】  
選挙の  第15回  第16回  第17回  
種類  （2003年）  （2007年）  （2011年）   
長  52．63％  54．85％  52．77％  
都道府県           議会   
52．48％  52．25％  48．15％   
長  57．32％  60．87％  53．95％  
政令指定市           議会  47．70％  48．92％  47．59％   
市   
長  57．00％  53．50％  52．97％  
議会  56．74％  57．44％  50．82％   
長  43．55％  45．31％  44．51％  
特別区  
議会  43．23％  44．51％  43．23％   
長  77．52％  74．00％  70．56％  
町村  
議会  77．76％  71．49％  66．57％   





年7月30日）。   
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るように，3年まえの第16回統一地方選挙（2007年）とくらべて，今回の統一地方選挙では，いず  
れの選挙においても，のきなみ投票率が低下している29）。   
ちなみに，大阪市・名古屋市・京都市・横浜市・神戸市の5大都市が政令指定市となった（1956  
年9月1日）直後の第4回統一地方選挙（1959年）の数字と比較すると，この50年あまりのあいだ  









挙に対する「しらけムード」を助長してしまっているといえる。   
これまでみてきた，無投票当選の増加および投票率の低下という問題点に関しては，すでに，1997  
年7月8日の「地方分権推進委貞会第2次勧告」（「第6章 地方公共団体の行政体制の整備・確立」・  




的なとりくみが依然として皆無に等しいのが実状である。   
ところで，たとえば，第45回衆議院総選挙時（2009年8月30日）におこなわれた調査において，  
【表3 第4回統一地方選挙の投票率】  
選挙の   第4回  
種類   （1959年）   
長   78．25％  
都道府県  
議会   79．48％   
政令指定市   
長   67．17％  
議会   65．09％   
市   
長   85．76％  
議会   85．81％   
長  
特別区  
議会   65．40％   
町村   
長   91．12％  
議会   92．50％   
注：なお，特別区の区長選挙は，第1回統一地方選挙（1g47年）で  
は実施されたが，1952年の地方自治法改正により，区議会が都   
知事の同意を得て，選任するようになった。その後，公選が復  
活したのは，第8回統一地方選挙（1975年）からである。  
出所：記者省自治行政局選挙部「平成19年4月執行 地方選挙結果  
調」，14貢。   
























権理由の1つは，クリアすることができよう35）。   
このほか，第17回統一地方選挙をめぐっては，「定数割れ」や「法定得票数に届かず」との問題  











ど，北海道は，今回の統一地方選挙の問題点を包含してしまっていたからだ。   






































いう根本的な命題を自問自答する必要がある。   
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【表4 第17回統一地方選挙（知事選挙）の棄権者数・無効票数の割合】  
92（92）  
有権者数に対する   投票総数に占める  
都道府県名  棄権者数の割合   無効票数の割合   
北海道   40．54％   1．11％   
東京都   42．20％   0，78％   
神奈川県   54．76％   4．54％   
福井県   41．95％   2．52％   
三重県   44．31％   1．63％   
奈良県   47．79％   3．26％   
鳥取県   40．89％   1．54％   
島根県   47．30％   1．35％   
徳島県   49．45％   2．55％   
福岡県   58．48％   4．96％   
佐賀県   40．59％   2．02％   
大分県   43．56％   1．67％   
平均   45．99％   2．33％   
出所：http：／／www・SOumu・gO・jp／main一子Ontent／000116132・XIs（2011年7月30日）およ  
ぴhttp：／／www．soumu．gojp／maln＿COntent／000116135．xIs（2011年7月30El）よ  




















折りに，自民・公明両党が，地方議会議員を総動員した選挙協力を展開すれば，地方議会で6・39％   
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【表5 第17回統一地方選挙における党派別当選人数】  
93（93）  
議会議員  議会議員  議員  議会議員  議会議員   
都道府県  政令指定市  市議会  特別区  町村   合計  
民主党   346名   147名  389名   87名   27名  996名   
自民党   1，119名   222名  514名  259名   20名 2，134名   
公明党   171名   157名  915名  169名  178名  1，590名   
みんなの党   41名   40名   87名   51名   6名  225名   
共産党   80名   99名  627名  121名  282名  1，209名   
社民党   30名   7名   85名   10名   7名  139名   
国民新党   0名   0名   0名   1名   0名   1名   
たちあがれ日本   1名   1名   5名   1名   0名   8名   
新党大地   0名   0名   4名   0名   2名   6名   
諸派   98名   73名   96名   34名   3名  304名   
無所属   442名   178名  4，382名   88名  3，893名  8，983名   













3）鍵屋－F図解 よくわかる自治体の防災・危機管理のしくみ』（学陽昏房，2003年），11貢。さらに，  
鍵屋氏は，「自治体の災害対策本部は，首長を本部長としたピラミッド型の組織軌こ基づいて活動します。   
そして，平常時の組織が災害時にも同様な能力を発揮することを前提に役割が決まっています。しかし，  
勤務時間外に災害が発生した場合（その確率のほうがはるかに高い），首長からの命令を前提とすると，   
せっかく誰かが早く到着しても組戚が機能せず，指示を待つことになってしまいます。そして，最悪の  
場合，首長が災害で負傷したり，参集が遅れて命令を出せないときは，全くの機能不全に陥ります。事  
実，このような状況は，阪神・淡路大震災やその他の災害で何度も観察されています」と論じている（同   
上，67貢）。  
4）中郷章「危機管理とはなにか一不測事態の発生と行政－」財団法人 行政管理研究センター監  
修・中郷章編『行政の危機管理システム』（中央法規，2000年），4頁。  
5）山口祥義「国の危機管理と地方公共団体」『自治研究』第74巻第8号，77頁。  
6）「民主党 政権政策 Manifesto」（2009年7月），22頁（http：／／www．dpj．or．jp／special／mani－  
festo2009／pdf／mantfesto＿2009・pdf〔2011年7月30日〕）。  
7）このFEMAが，同時多発テロ事件（2001年9月11日）を受けてもうけられた国土安全保障省の一機   
経済と経営 42巻1号   94（94）  
関となってしまったことで，さまざまな問題点が生じているとの指摘がなされていることには留意する   
必要がある（浅野，前掲書r危機管理の行政学ム136－140貢）。  
8）この点に関連して，国立国会図書館調査及び立法考査局作成の資料によれば，世界の182の国（地域）   
のうち，選挙権年齢が18歳以上（15～17歳以上はのぞく）のケースは，151（82．97％）におよんでいる  
（衆議院憲法調査特別委員会及び憲法調査会事務局「○日本国態法の改正手続に関する法律案（保岡興   
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9）吉田善明「選挙権および被選挙権」吉田善明『新版 公職選挙法の解説j（一橋出版，1995年），16頁。   
なお，2010年5月18日に施行された，「憲法改正国民投票法」（＝「日本国憲法の改正手続に関する法律」）   
の附則・第3条には，「国は，この法律が施行されるまでの間に，年齢満十八年以上満二十年未満の者が   
国政選挙に参加することができること等となるよう，選挙権を有する者の年齢を定める公職選挙法，成   
年年齢を定める民法（明治二十九年法律第八十九号）その他の法令の規定について検討を加え，必要な   
法制上の措置を講ずるものとする」と記されている。  
10）仙正夫「投票」仙正夫編r国民の選択一一九七二年総選挙の分析－』（三一書房，1974年），129   
頁。  
11）財団法人 明るい選挙推進協会編「若い有権者の意識調査（第2回）－調査結果の概要－」（1998   
年），38頁。  
12）沖野安春「統一地方選挙」大学教育社編r現代政治学事典J（プレーン出版，1991年），714頁。  
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14）牧之内隆久「地方選挙の期日の統一」自治省編F地方自治法施行五十周年記念 自治論文集J（ぎょう   
せい，1998年），711貢。  
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20）これは，合併特例法・第7条の規定で，「市町村の合併に際し，合併関係市町村の議会の議員で当該合   
併市町村の議会の議員の被選挙権を有することとなるものは，合併関係市町村の協議により，次に掲げ   
る期間に限り，引き続き合併市町村の議会の議員として在任することができる」というものである。具   
体的には，「新たに設置された合併市町村にあっては，市町村の合併後二年を超えない範囲で当該協議で   
定める期間」や「他の市町村の区域の全部又は一部を編入した合併市町村にあっては，その編入をする   
合併関係市町村の議会の議員の残任期間に相当する期間」をさしている。  
21）総務省自治行政局選挙部「平成15年4月執行 地方選挙結果調」，3頁および総務省自治行政局選挙   
部「平成19年4月執行 地方選挙結果調」，3貢。  
22）r朝日新聞j2011年4月2日，4面。  
23）同上，2011年3月28日，4面。  
24）同上，2011年4月18日，17面。   
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25）同上，4面。  
26）同上，2011年4月20日，37面。  
27）河野膠「選挙と世論」久米郁男・河野膠r改訂新版 現代日本の政治』（放送大学教育振興会，2011年），   
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容易にするため，これに伴う休暇を保障する制度や，議員活動を行うための休職制度，議員の任期満了   
後の復職制度等を導入することなどが考えられる」と論じられていることを付言しておきたい（「今後の   
基礎自治体及び監査・議会制度のあり方に関する答申」〔2009年6月〕，31－32頁〔http：／／www．soumu．   
go．jp／main＿COntent／000026968．pdf（2011年7月30日）〕）。なお，同調査会は，「日本国意法の基本理念   
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法・第1条）組織である。  
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相は，「有権者の皆様におかれましては，身近な地方政治に対して意思を表明する重要な機会である統一   
地方選挙の意義を十分に認識され，積極的に投票に参加されますとともに，自由かつ慎重な判断によっ   
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34頁〔http：／／www．akaruisenkyo．or．jp／wp／wp－COntent／uploads／2011／04／45syugin，pdf（2011年7月   
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33）http：／／www．soumu，gO．jp／mainTCOntent／000116135．xIs（2011年7月30日）。  
34）総務省自治行政局選挙部「平成19年4月執行 地方選挙結果調」，65－68頁，101－104貢およぴ182－197   
貢。  
35）ちなみに，財団法人 明るい選挙推進協会の意識調査によれば，2000年の第42回衆議院議員総選挙時   
では14．2％が，2003年の第43回の時点では14．4％が，2005年の第44回の段階では14．0％が，棄権理   





39）2007年9月18日におこなわれた，第18回・地方分権改革推進委貞会の場において，鳥取県知事をつ   
とめた経験を有する，片山善博・慶應義塾大学教授は，「非常に言いにくいことですが，全国の自治体は   
約1，800ありますが，ほとんどの自治体の議会ではり＼百長と学芸会』をやっています。り＼百長』とい   
うのは，結論を決めてから試合をすることです。議会で議論をして物事が決まっていくのが本来の議会   
制民主主義ですが，結論を決めてから議会を開く。それは先程の国会でも，法案を通すことを決めてか   
ら参考人から意見を聞くというやり方については同じです。『学芸会』というのは，シナリオを決めてそ   
れを読み合うということで，一字一句すり合わせをしたものを読む自治体もあります。一番ひどいのは   
北海道ですね。北海道議会などは本当にひどい惨憺たるものです。前日の夜に全部翌日の質問と答弁を   
決めて，答弁に次ぐ再質問も決めて，お互いそれをすり合わせをして，それから議会に臨むということ   
経済と経営 42巻1号   96（96）  
で，多かれ少なかれ全国の自治体ではそんなことをやっているところがほとんどです。本当はこんなこ   
とで議会とは言えないのですけれども，こんなことをやっているわけです」と語っている（「第18回 地   
方分権改革推進委貞会 議事録」〔2007年9月18日〕，7頁〔http：／／www．cao．go．jp／bunkenTkaikaku／  
iinkai／kaisai／dai18／18gijiroku．pdf（2011年7月30日）〕）。もっとも，第17回統一地方選挙時の北海道   
議会議員選挙において，各会派が「答弁調整」の見直しを公約していたこともあり，選挙直後の定例道   
議会の代表・一般質問からは，質問と答弁の要旨だけを事前に示しあうというスタイルとなった（りと海   
道新聞』2011年7月5日，4面）。なお，この点に関して，定例議会閉会後の記者会見の席上，高橋知事   
は，「緊張感をもってやれた」と語ったそうである（『北海道新聞J2011年7月9日，2面）。  
40）地方議会活性化のための方策としては，たとえば，浅野一弘ー現代地方自治の現状と課題』（同文館出   
版，2004年），162－170貢および浅野一弘F現代日本政治の現状と課題』（同文舘出版，2007年），123－124   
頁を参照されたい。  
41）たとえば，朝日新聞社の編集委員をつとめた石川真澄氏は，「国会議員の選挙運動を実際に末端で担っ   
ているのは，都道府県議会や市町村議会の議員，それに準ずる地域の世話役たちである。彼らは国会議   
員候補者たちのために，自分の影響下にある有権者に投票を働きかける。しかし，その選挙運動は同時   
に自分の影響力を保ち，さらに膨らませる機会でもある。現在または将来の自治体議員らが国会議員の   
選挙のために走り回る動機のなかには，F自分自身の運動にもなる』という部分があるとみていい」と述   
べている（石川真澄『戦後政治史』〔岩波書店，1995年〕，201頁）。   
※なお，本稿は，「UHB大学 一般教養講座」（2011年4月26日）における講演「あすの地方自治   
を考える一統一地方選挙を終えて－」の一部に，大幅な加筆をおこなったものであることを   
付言しておく。   
